
年 年

義務的事業 任意的事業

直営 一部委託 全部委託 補助等

指標１

指標２

年間経費（事業費・人件費の合計）

作成者 宮地庸介

定量評価

平成20年度のコスト【イン・プット】

0

400職員人件費（千円）

内
訳 非常勤職員(人工）

再任用職員(人工）

0.05

0.0

0.0

正規職員（人工）

H18年度

0

20,642

H19年度 H20年度

国庫支出金

県支出金

20,642計

内
訳

0

0

％

H21年度

市債

受益者負担金

その他
受益者負担率（％）

一般財源

0

単位

事業費（千円）

千円 20,928

21,042

400

890

1,830

0

17,922

0

計

人件費

扶助費

内
訳

物件費

維持補修費

補助費等

その他

実績 ％

目標

定性評価

千円

事業目的の達成状況
　H20年度実績　利用者数357人【交通費補助】
　H20年度実績　利用者数196人【特別地域加算助成】

H21年度 H22年度

20,005 21,042

H19年度 H20年度

事業運営方法

事業の性格分類 実施根拠（法令、条例等） 新市建設計画事業 ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ提案事業

目的 （対象、意図、求められる結果）
事業概要

事業名

開始年度 終了予定年度

【平成20年度】

戦略性

中山間地域介護サービス充実対策事業

課コード 001041 作成日 平成21年8月28日

所属名 介護保険課

財源（千円）

　中山間地域介護サービス事業利用支援として、該当地域へサービスを提供する事業者に対して交通費補助を
実施。
  また、利用者に対して特別地域加算による自己負担の増額分の助成を実施。
  中山間地域介護サービス基盤整備助成事業として、事業所参入に必要な施設整備の補助を行う。

　中山間地域における介護サービスの確保は、十分とはいえない現状から、介護サービ
ス事業者の参入促進を図るための支援事業を行う。
中事項：中山間地域介護サービス利用支援事業、中事項：中山間地域介護サービス提供
基盤整備助成事業

平成 12

活動内容 【イン・プット】

年間経費（事業費・人件費の合計）

実績 ％

単位 H18年度

目標 ％

事業シート②

28,635 28,662

H22年度

年間経費（千円） 21,442

0.0
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A 終了

B 廃止

C 継続

A 民間（民営化）

B 国、県、広域

C 市

A 拡大（予算）

B 現状（予算）

C 縮小（予算）

民間委託

一部廃止 受益者負担

Ａ 改善あり 一部民営化 協働

非常勤化 その他改善

Ｂ 改善なし 現状

今後の方向性

A 拡大

B 現状

C 改善

D 廃止

今後の方向性を実現するための具体的取り組み（何をいつまでにどうするか）

廃止できない理由（廃止した場合に想定される影響）

　訪問や送迎が困難という理由から必要な介護サービスの確保ができなくなれば、利用者やその家族の生活に直接影
響するものである。また、中山間地域に所在する事業者にとっても厳しい経営を強いられ、安定的かつ継続的なサービ
ス提供が困難となる。現在も中山間地域においては、サービス種類等も自由に選択できる状況になく、都市部と同等の
保険料負担をしながら、サービス提供を受けられないという地域的な格差が大きくなることが予想される。

今後の事業展開

（理由）

Ｃ 改善

事業者説明会を開催し、当該補助制度のPRに努める。
施設整備については、介護保険事業計画の中で定め計画的に進めている。
計画の策定にあたっては、住民ニーズを把握するため「高齢者実態調査」や「パブリックコメント」を実施し、その結果を
計画に反映させている。
今後も必要に応じ、ニーズの把握に努めていく。

　当該補助制度のPRに努め、より多くの事業者が中山間地域に参入するよう
促進していく。

（３）選択と集中 （理由）

Ｂ 現状

　中山間地域における介護保険サービスの確保を図る。

（４）改善 （理由）

Ａ 改善あり

　H21年度から補助対象サービスに居宅介護支援、介護予防
支援を加えた。

（１）必要性 （理由）

Ｃ 継続

　中山間地域においては、介護保険サービス事業所が少ない
という状況にあり、さらに、訪問、送迎困難なという理由から必
要な介護サービスの確保ができなくなれば、利用者や利用者
の家族の生活に直接影響することから継続とする。

（２）実施主体 （理由）

Ｃ 市

　国、県に同等のサービスがない。

内部評価の結果
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中山間地域の被保険者と当該地域以外の被保険者との利用者負担の均衡を図る。

改善策

　　廃止 　　民営化 　　非常勤化 　　民間委託

　　受益者負担 　　協働 　　その他改善

　　現状

廃止できない理由

（４）改善

　　改善あり

　　改善なし

（３）選択と集中

中山間地域における特別地域加算は、規模の拡大や経営の効率化を図ることが困難である地域に所在する事業所の
一定のサービスについて評価をしたものであり、事業所として当然加算されるべきものであるが、地域的な理由だけで
利用者にかかる負担が増すため、中山間地域以外の被保険者との利用者負担の不均衡が生じる。
当該地域は地域的な背景からサービス量、サービス種類、サービス提供事業所の選択等の制限が多くあり、必要な
サービスが十分に確保されているとはいえない中で、居宅サービスの中心といえる訪問系サービスを利用するに際し
て、利用者に強いる負担が他の地域と比べて大きくなることは地域的な格差の拡大にとどまらず、生活基盤の確保を妨
げるものになりかねない。
また、浜松市において介護保険料は地域に関係なく市統一の基準により算定され、各被保険者によって負担されている
が、介護サービス給付を受ける際にも同様の負担で平等にサービス利用されるべきであり、今後も助成事業継続が必
要であると考える。

　　廃止

具体的取り組み

新規参入する事業者に対して、事業者説明会等で積極的に周知を行う。

今後の方向性 　　拡大 　　現状 　　改善

　　拡大（予算） 　　現状（予算） 　　縮小（予算）

（１）必要性 　　終了

（２）実施主体 　　民間（民営化） 　　国、県、広域 　　市

　　廃止

評価

890

　　継続

効果

サービスの利用に対する利用者負担額について、地域格差が解消され、被保険者間での費用負
担の均衡が保たれる。

コスト（千円）

総額 人件費 扶助費 物件費 維持補修 補助費等 その他

対象 中山間地域に在住し、対象事業所から提供される居宅サービスを利用する被保険者。

内容

中山間地域では訪問系の居宅サービスについて特別地域加算（１５％加算）が行われている。
このため、中山間地域以外の地域と同様のサービスを利用しても利用者負担額が加算相当分増
額となる。
この利用者負担額の増額分を助成し、負担の均衡を図る。

事業目的

補足シート
【平成20年度】

中山間地域介護サービス充実対策事業

活動内容に記載した事業名

事業名

中山間地域における特別地域加算利用者負担額助成事業 ×

一市多制度
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政策・事業外部評価結果報告シート 

事業名 中山間地域介護サービス充実対策事業 

所管課名 介護保険課 

方向性 理由 

内部評価 
(外部評価前) 現状 

当該補助制度の PR に努め、より多くの事業者が中山間地域に参

入するよう促進していく。 

【採点結果】４点満点 

①事業の目的や内容

が理解できたか 

②事業の達成状況や効

果が理解できたか 

③内部評価の結果と

その理由は妥当か 
総合評価(平均） 

２．８ ２．８ ２．５ ２．７ 

【主な意見】 

外部評価 ・ 高齢化が進み人口が減っているところへ施設を作るのはもったいない。ニーズに

いるのか検討が必要。 

・ 福祉にコストをどれだけかけるかは、インフラ整備との間で市全体を見る中で決め

ること。事業継続に不安があるならパブリックコメントを行なったらどうか。 

・ 中山間地域の１５％加算でどれだけ事業者が増えたのか効果がわからない。継続

的なフォローをどうするかが大切。 

今後の 

考え方 

・  施設整備については、介護保険事業計画の中で定め計画的に進めています。 

計画の策定にあたっては、住民ニーズを把握するため「高齢者実態調査」や「パ

ブリックコメント」を実施し、その結果を計画に反映させています。 

今後も必要に応じ、ニーズの把握に努めます。 

・  この事業については、中山間地域に住む介護サービス利用者とそれ以外に住む

利用者の負担の公平性を確保する事業です。市としては重要な施策と考えており

引き続き実施していきます。 

・  この事業はサービス利用者負担の公平性を確保することが目的であり、中山間地

域へ事業者の新規参入を直接誘導するものではありません。 

ただし、この事業により、介護サービス利用者の利用手控えがなくなることから、

結果として、事業者にもサービス利用増のメリットがあるものと考えます。 
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